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持続可能な環境都市の地球モデルと家・庭図式 
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Terra Model and Settlement-Yard Schema for Sustainable Rurban  
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People have been experiencing local reorganization in this nation, but the basic concepts and principles of sustainable areas are not clear. 
Until Edo era and/or 1970s, there had been sustainable noospheres as closed systems on rice. These were revalued in advanced nations. 
Therefore Edo Model was formulated to describe the Edo-systems and to apply to reconstruct sustainable noospheres. Now, it is developed to 
Terra Model. This means more universal procedure to cleave (cut) an area into settlement aspect and interaction aspect, to clarify and solve 
problems in each, and to cleave (bond) both in new phase. Rurbanization (Eco-city) is the fundamental component of noosphere. As its 
traditional and advisable image, house-yard schema is proposed. Then, to apply the model and the schema to research of settlement problems 
of local areas, indices of surplus-deficit and self-sufficiency are introduced based on local input-output tables. And for interaction problems of 
areas, index of food (resource)-mileage is introduced. These indices clarify problems of “boomburb” and asymmetry in areas. At least the 
social procedure to solve them is researched and proposed.  
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はじめに 
 
現在，我が国は，明治の市町村制施行と昭和の大合併に
次ぐ大規模な地域再編を体験しており，市町村を千以下の
定住自立圏と十程度の道州に統合する 01)といった計画が
進められている．そして，全総から分権化の国土形成への
政策転換で，市町村は道州の定住自立圏として，責任ある
対応(選択と集中)が可能な圏域の形成を求められている 02)．  
しかし，定住自立圏すなわち交流生活圏(noosphere)03)と
しての目標像は曖昧 04)で，基盤理念も不明確であり，持続
可能性よりも財政や貨幣経済的な問題が主な論点をなし，
地域の自立性を欠いた“boomburb05)”と閉鎖的で排他性の
強い“gated community06)”への分裂の道筋が懸念される． 
他方，西欧は，日本の江戸体制 07)を逸早く評価し 08,09)，
環境都市(eco-city10), rurban11))の構想に基づく自立・自制の
社会的な圏域の構築を目指す動きにある．しかし日本では，
当の体制が 1970 年代に崩壊 08)，食糧自給の問題は勿論，
資源やエネルギーなどの需給に関する非対称性を顕在化さ
せている．そして今や，国際的な問題さえ生み出している． 
そこで既に，交流生活圏の再構築と江戸モデル 03)を提起
した．このモデルは江戸体制を雛型として，荒川の人間の
身体 12)の構制と手続きに即応したものである 03)．交流生活 
圏を人間の身体とみなし，人口と土地利用等の定着(定住)
問題 04)と交流の問題 04,13)との切り綴じ(cleave)の手続きを
通し，そこに現れる非対称性の解消を目的とする．そして
貫制作性(transpoiesis)03)や援農(sharing)03)の構想を提起した． 
本研究は，このモデルをより普遍的な環境管理型の地球
モデル(Terra Model)14)へと一般化し，遍在する持続可能な
交流生活圏あるいは環境都市の様態の具体化を目標とする．
次章ではまず，基本的な概念と地球モデルの意義を明確化
する．次にモデルの定式化では，定着問題に関し，規模に
関係しない交流生活圏の目標像の｢型｣として，縮景 15)に即
した家・庭図式を仮設し，土地利用の観点から検証する．
また産業連関表を基に，困難度と余裕度を指標化し，地域
間の非対称性の問題を取り上げ，物資輸送などの交流問題
と環境負荷について検討する．そうした課題の解消が地球
モデルの目的であり，最後にドイツの現況と対比し，持続
可能な環境都市の意義とその構築の手続きを提示する． 
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１．地球モデルの意義と交流生活圏の持続可能性 
 
1.1 人閒(有機体－人間－環境)の課題 
持続可能性は食料・資源・エネルギー等に関し都市では
成立しえない．そこで，まず基本理念に即し，持続可能で
規模に関係しない交流生活圏の目標像を明確化して，その
基本的構制素として，つまり環境都市(定住自立圏：rurban)
の雛型として，ある場に具現化する手続きを確立すべきで
ある．以上の観点の下で，本研究は既に定式化された江戸
モデル 03)を地球モデル 14)へと拡充する．拡充の大前提は，
人間の身体 12)に関する図 1 と次の構制(A)と(B)である． 
       organism‐    person ‐  environment12) 
有機体 － 人  間 － 環  境 12) 
  デクステリティ↙ ↗      ↖ ↘ アフォーダンス (A) 
有機体－人：間境 A：人－環 境 
人－環 境：間境 B：有機体－人  
情報  ↖ ↘           ↙ ↗   覚知      (B) 
環 境－人  間－有機体 
我々は｢有機体－人：organism that person｣として，地球の
或る場(site)の様態を｢人－環境：person that environment｣
として，多様な物事をつくる手続きにより，人間の身体の
構制を構築・再構築してきた．ここで遍在する人－環境の
価値的な意味(～できる)をアフォーダンス(affordance) 03)，
それに即応して有機体－人が顕在化させる働き，能力的な
意味(～デキル)をデクステリティ(dextelity)03)と定義する．
以上の手続きは構制(A)と図 1 上部の矢印と対応し，人－
環境と有機体－人との切り綴じ(cleave12))の能動態を表す．
逆に人－環境の情報と，それを覚知する有機体－人の切り
綴じの受動態，構制(B)と図 1 下部の矢印も想定される．
この有機体－人と人－環境との｢つくる・つくられる｣能動
態と｢つくられる・つくる｣受動態の間には反転性があり，
双方の反転しうる間を間境 A と間境 B と定義する． 
こうして，図 1 中央の八面体が｢つくる・つくられる：
つくられる・つくる｣間，間境 A と B の切り綴じの関係性と
して対象化され，これを身体と呼ぶ．生命は図 1 右図から
進化(文明)し，図 1 左図の形態を形成させ，図 1 中図で，
間境 A と B を切り綴じ整合させる様態として，身体を持続
させてきた．こうした生命の様態を貫制作性 03)と定義する． 
有機体－人はこの貫制作性を意識的に実践しうる．アガン
ベン 16)は，アリストテレスの観点を踏まえ，生命の意識的
な様態をビオス(bios)，すなわち共生(共存)のための社会性，
生態的な様態をゾーエ(zoe)，すなわち物理化学的・生理的
な圏域性とみなした．有機体－人は社会性に即し人－環境
との間境 B と A とを変換して，新たに何かをつくることも
既存の何かを壊すこともでき，盛衰の可能性が背中合せに
存在する．このことが人間の身体の問題なのである． 
1.2 江戸モデルから地球モデルへ 
江戸モデルは，江戸期の有機体－人が米と田に基づいた
封鎖体制を間境Aとして，人－環境の間境BとAが乖離しない
ように管理し，持続可能性を長く維持したとみなす手続き
モデルである．その意義は歴史により裏付けられている． 
次に，西田の定住革命 17)の観点を，江戸モデルから地球
モデルへの拡充のばねとする．日本の縄文期には，バンド
(約 30 人の持続可能な有機体－人の最小単位 18))の定住が
行われ，果実栽培だけで約五百年も持続した 17)．三内丸山
では数千年の持続さえ確認されている．この定住(定着)の
構制が米と田の文明に受け継がれ，中世を経て，江戸期に
完成形の雛型を具現化した．城下町(都市的な場)の持続不
可能性に対して，藩の輪郭を間境 A として間境 B との整合
性を長く持続せしめた．こうして江戸モデルは，縄文期に
始まる自給自制の間境の持続可能性の手続きとその構制の
意義として，地球モデルに拡充しえるはずである． 
西欧は既に，食糧自給率を高めて，地球モデルの目指す
封鎖体制構築の試みを展開している．地球モデルは，間境
A を貨幣市場経済の場から持続可能な実物経済の場に変換
する手続きとして，持続すべきことが貨幣や物資の輸送，
均質な商圏ではなく，共生的な生存と食糧生産の場である
ことを指し示す．かくして，そのことを土地利用と風景と
して象徴する図 2 の家・庭図式を目標像の雛型と仮設して，
地球モデルと結びつける検討へと記述を進めることにする． 
有機体-人 間 境 人－環境 
図 1 有機体―人間－環境と間境：切り綴じの手続き 04) 
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２．地球モデルと家・庭図式 
 
2.1 定着(定住)構造 
2.1.1 定着モデル 
地球モデルの定着構造は，或る場へと降り立つ有機体－
人が人－環境との閒(閒境)を調整し，持続可能な交流生活
圏の構想(図 2)を具現化させる受動性の体制のことである． 
この構造は，x を居住地など，y を農地や水面など，z を
持続させるべき安心･安全のための森林などの面積比率と
みなすと，図 3 と次の式(1)あるいは(2)と対応づけられる． 
x+y+z=1                                 (1) 
x+y=a (a=1－z)                    (2) 
ここで，x の許容人口密度を p（人/km2），y の単位面積
当り人口扶養力を q（人/km2），食料生産に即した扶養可能
人口密度 P（人/km2）とすると，次の式(3)が導かれる． 
P=qy=px                            (3) 
この式(3)と式(2)を連立させると，規模に関係しない
x と y，さらには P が割り出せる．この x と y と z の基本の
型を家･庭図式と対応づけることが本研究の提起である． 
その際，P を基幹産業関連密度 P1 と非基幹産業関連密度
P2 に分けて固定化するのが江戸モデル(P=P1+P2)である．
さらに L1 を基幹産業就業単位密度，L2 を非基幹産業就業
単位密度とすると，モデルは次の式(4)(5)(6)(7)をも満たす． 
11 LP                                  (4) 
12 PL                                  (5) 
22 1
1 LP 
                            (6) 
21 PPP     ， 21 LLL                       (7) 
ここに，αは L1 の扶養率，βは P1 による L2 の支持率で
あり，L は全産業就業単位密度を表している． 
しかし，このモデルは P1 と P2 を固定し，有機体－人の
就く職業が限定され，世襲制や専門化の弊害が生まれる．
そこでモデルを反転し，P に関する式(7)(8)(9)を設定する． 
PL 
 11                            (8) 
PL )1(2                          (9) 
こうして，以上の式(2)(3)(7)(8)(9)をある規模の圏域に適
用すると，その土地利用比率が求まり，持続可能な扶養人
口Pを求め，L1とL2に振り分けることができる．その結果， 
 
 
 
 
 
図 2 交流生活圏と家・庭図式 
所与の圏域性の食料生産に即応した実物経済的で持続可能
な社会性の構制と手続きとを容易に確定することができる． 
しかも，L1やL2は時間単位で表現すれば，ワーク・シェ
アリングを前提とした就業時間の分担の検討を可能にする．
これが，本研究で提起する地球モデルの定着構造である． 
しかし，問題は，式(1)と(2)におけるzの決定である． 
2.1.2 家・庭図式 
日本の文化は，ある型に即し｢つくる・つくられる：つく
られる・つくる｣手続きを体現する持続的な様態とみなせる．
三島由紀夫や西田幾多郎は，そうした観点を明確化したと
いう19)．一方，文明の内発的な創発は稀で，外来の様態を
受容し，型として一般化させる傾向が強い．歌枕や和歌の
本歌取り，伊勢神宮の式年遷宮などの例がそうした観点を
裏付けている．寺社や回遊式庭園の造作も例外ではない． 
そこで，地球モデルの目標像の型として，本研究では，
式(1)と(2)の z の決定に関して家・庭図式を仮設する． 
日本のイエ(家)とニワ(庭)の概念は縄文期に起源をもつ．
米が伝わると，その様態が変化し，新体制をつくる動きが
公家や武士や阿弥たちによって追求された．例えば，寝殿
造りや寺社の家･庭の結構 20)として．公家や武士は，そう
した動きを見据え，新たな持続可能で米と田に即した文明
の型として，一つの体制を江戸期に完成する．家･庭の結構
の完成型もその時期に成立し，各藩に伝わり具体化される． 
家：x 庭 
交流生活圏
家・庭図式 
環境都市 
y z
x+y=α 
qy=px 
q:米収穫量，p:人口密度
   図 3 土地利用可能曲線 
田 
宅地 
y1 
y2 
y3 
x2 x1 x3 
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表 1 各建物･庭園の面積比率表 
農地(y1) 池・川(ｙ2)
   9.5m 12.5
   2.9m 12.2
   0.0m    2.3m
   3.6m 14.3
17.0    2.8m
庭園名 建物(x)
農地･その他（ｙ)
森林(z)
100（1.7万㎡）
御所(1633～1637)    9.8m
15.1
全面積
桂離宮(1619～1662)    5.0m
22.0
73.0 100（6.7万㎡）
 100（54.5万㎡）
仙洞御所    7.1m
17.9
75.1 100（9.3万㎡）
大宮御所 22.2
   2.3m
75.5
75.0 100（7.6万㎡）
修学院離宮(1656)    0.3m
19.8
80.0
 
表 2 日本国土の面積比率表 
農地（ｙ1） 水面など（y2）
17.0    2.9m
13.0    4.0m
12.0    4.0m
13.0    4.0m
7.5        　　　　　      12.9m
10.5ｎ       　　   　　　   10.6m
国土･地域名
日本の国土(1965)    4.5m
19.9
75.6
宅地（ｘ）
農地･その他（y）
森林など（ｚ） 全面積
   100(38万k㎡）
日本の国土(2003)    8.0m
17.0
75.0    100(38万k㎡）
   100(5万k㎡）
        地方圏    7.0m
17.0
76.0    100(33万k㎡）
        三大都市圏 16.0
16.0
68.0
   100(4613k㎡）
福井県 　　4.1ｍ
21.1
　　　    　　         74.8m    100(4189k㎡）
京都府 　　5.1ｍ
20.4
　　　　　            74.6m
 
 
図 4 各庭園の位置関係 21) 
特に，幼い頃，阿弥集団に育てられた豊臣秀吉も度量衡
の統一，太閤検地の一方で，宇治川太閤堤に庭園を造って
いたことが知られており，最近発掘された 22)．そのような
庭園では，縮景や借景の手法が用いられ，風景的にある場
の様態を規模に関係なく写すと同時に，他の場の構築の型
としての意味を持たせ，計画的に造成されたと考えられる．
このことは，作庭記 20)にある次のような記述とも整合する． 
「先人達の作品や手続きを御手本として，造る．」20) 
「その土地の趣のある名所を思い描き，準えて造る．」20) 
さらに，ユング派の理学にも箱庭療法 23)という意義深い
治療的な手続きがある．ミニチュアの箱庭(家・庭図式)を
｢つくる・つくられる：つくられる・つくる｣貫制作性の手
続きが有機体－人を変換し，治癒効果を発揮するという． 
そこで，江戸初期の京都を舞台に，武家と公家が互いを
隔離し，封鎖する図式として，領地と庭園との対応関係に
基づいて，藩や知行地を｢つくる・つくられる：つくられる・
つくる｣手続きを実践し合ったということを想定してみる． 
つまり庭園は，縮景の手法が示すように，風景的にある
圏域の様態を写すと同時に，他の圏域の構築・再構築の型
としての意味をもつと仮設するわけである．藩の形成は，
その様態を家や通路，農地や水面等の人工的部分が自然と
共生しうる図式を前提としたはずである．このことが図 2
の家・庭図式の意義である．つまり城下町や都市ではなく，
持続可能な藩や環境都市の目標像の型が意識され，家・庭
図式として具体化されたと考える．そこで，地球(地表)や
列島をミクロな様態へと反転させ，凝縮した間境を想定し，
家・庭の場の配分比率と国土や藩，地域の土地利用比率を
関連づければ，日本の土地利用の伝統的な型が見出せると
いう仮説を立て，その検証を行った．検証は，江戸初期の
17 世紀に造られた桂離宮と御所，修学院離宮を家・庭図式
の原型とみなし，国土や圏域と比較する形で行った． 
桂離宮は日本独特の建築式庭園として，新紀元を画した
庭園．御所は明るく斬新な回遊式池庭，修学院離宮は自然
風景式庭園である．この庭園の作庭位置(図 4)を考えると，
桂離宮は京都駅の西に位置し，すぐ近くには桂川が流れ，
作庭当時，周囲は畑地であり，瓜などが作られていた 24)．
また，桂離宮が作庭される前から京都盆地と比叡山などの
山々を見渡せる田園風景の素晴らしき土地であると考えら
れていたという 24)，いわば田園の中の庭である．仙洞御所
と大宮御所は，明治期まで天皇が住んでいた京都御所内に
造られた家･庭である．御所は都市的な場の中心部に位置し，
都市の庭と考えられる．そして修学院離宮は北山の近くに
位置し，中山間地に造られた庭であり，御所を中心として，
桂離宮とは相対するような位置に造られている． 
これらの庭園は南西方向から北東方向へと二条城を挟み
ながら，一本の直線で結ぶことができる．つまり，御所は
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室町以前の条坊( 図 4 の白実線枠)の北東端の新たな核，
桂離宮は桂川を挟む南西端に作庭されたことがわかる． 
以上の三庭園の土地利用の面積比率 x，y，z を，それぞ
れ実測図 25)より求めた結果が表 1 である． 
この三庭園は，建物や農地など(x＋y)と森林(z)の比率が
約 2.5:7.5 で安定している．特に，桂離宮と御所の z の値は
ほぼ等しく，また修学院離宮は 80.0％と他の二庭園に比べ
高い値となっている．このことと図 4 の各庭園の作庭位置
から判断して，桂離宮は環境都市，御所は都心部，修学院
離宮は中山間部の様態の土地利用と対応すると考えられる． 
しかも，桂離宮の比率は，表2の国土(1965年)や地方圏，
地方圏の一例としての福井県，三庭園のある京都府の土地
利用比率とほぼ等しく，規模には関係しない土地利用比率
として家･庭図式の存在を裏付けていると言える．特に森の
比率の安定性は式(1)に即応した作為性を暗示する．さらに，
表 2 の国土(2003 年)や三大都市圏，地方圏の比率は，近年
の土地利用の変化，家･庭図式の崩れの様態を暗示しており，
多くの都府県の比率は同様の崩れの傾向を示唆している． 
かくして，伝統的な社会性の様態として，家・庭図式を
土地利用に関する議論の基盤に据えることに大きな意義が
あると考える．和製ビオトープの存在意義も，家と比率の
意味を欠く庭図式と考えられる．日本同様，遅れて植民地
主義に参入，しかも早期の撤退を余儀なくされたドイツは
環境都市の封鎖的な様態を逸早く整えた．その象徴のビオ
トープと潜在自然植生が，庭園や鎮守の杜と強く関連して
いることを強調する研究成果 26)もある．またレプケ 27)は，
環境都市の前提に労働者中間層の居住単位，｢基幹家庭｣を
設定し，｢自分の家屋，庭園あるいは畑地の所有｣27)を｢社会
的な権利｣27)とする観点を国の最重要の政策課題とした 27)．
そして，このことがもたらす効果を「庭園の力：Garten-kraft」
と呼んだ 27)．このドイツ版の家･庭図式はクリスタラーの
中心地理論 28)の前提でもある。かくして本研究では，環境
都市の土地利用の基本的な型として家･庭図式を据える． 
2.2 困難度(deficit)と余裕度(surplus) 
江戸期までの日本の体制は，家・庭図式を雛型として，
藩や集落の定着構造を整える図 5 の手続きと対応づけられ，
規模に関係しない自給自足の目標像の下で生産を管理する
需要管理型社会を構築していた．この様態は，食料自給率
100％を誇るドイツ 29)において，民主化された様態として
具体化されている．ところが，日本の様態は近代化に伴い，
特に戦後の 1970 年代を境とし，需要管理体制から供給主導
体制へと移行し，交流生活圏は家・庭図式の崩れと並行し，
人口過剰地域と食糧過剰地域へと切り裂かれている(図 6)． 
そして困難度と余裕度という定着構造の非対称性を生じ
させて，その関係を海外にまで拡大し，食料自給率が４割
以下(福井県でも７割以下)29)という現状を導いている． 
ある地域とその人口が自給自足できないとき，その不足
分を困難度と定義する．その際には，困難度を補填するに
足る移入分だけ物資(物質)が過剰となり，環境負荷が発生
する．一方，ある地域が人口を養える以上の食糧を生産し，
他の地域に移出している場合，その分を余裕度と定義する．
この場合は逆に，余裕度と等しい移出分だけの物資(物質)，
すなわち栄養分が失われ，環境損失が生じる．こうして，
困難度＝環境負荷，余裕度＝環境損失といった対応関係が
成り立ち，ある圏域の困難度と余裕度は産業連関表(表 3)
の移輸出と移輸入とに関連づけられる．  
図 5  江戸期の推移 
食糧（生産） 
過程 
人口（消費） 
量 
 (b)  食糧過剰地 (a) 人口過剰地域 
量
食糧 
人口 
過程
困難度
余裕度
過程
人口 
食糧 
量 
図 6  現代の地域の切り裂き 
表 3 産業連関表の雛型 
第1次産業 第2次産業 第3次産業 中間需要計 消費 投資 移輸出 最終需要計
第1次産業 X11 X12 X13 M1 C1 i1 E1 F1 D1 I1 T1
第2次産業 X21 X22 X23 M2 C2 i2 E2 F2 D2 I2 T2
第3次産業 X31 X32 X33 M3 C3 i3 E3 F3 D3 I3 T3
中間投入計 O1 O2 O3 M C i E F D I T
粗付加価値 V1 V2 V3 V
地域内生産額 T1 T2 T3 T
中間需要 最終需要
需要合計 移輸入 地域内生産額
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ここでは，日本標準産業分類 30)に従い，表 3 の一般的な
地域産業連関表を考える．この表の行方向は，ある地域の
各産業部門(第 1,2,3 次産業)で生産された物資が，どの産業
部門に，どれだけ供給(投入)されたかを示している．この
関係を数式で表すと，次式(10)のようになる．  
Xl1+Xl2+Xl3+Cl+i l+El－Il=Tl    (l=1,2,3)      (10) 
ここに，Xlj は産業部門 1 から j への投入量，Cl は消費，
il は投資，El は移輸出，Il は移輸入，Tl は総生産額を表す． 
まず，式(3)と式(7)に即し，持続可能な交流生活圏の基盤
となる基幹産業，つまり｢有機体－人｣の生存に必要不可欠
な財を生産し，広域に供給する産業部門が設定され，地域
とその人口を扶養する．そして江戸モデルでは，食料生産
などを担う第 1 次産業のみを基幹産業とみなす農業モデル，
第 1，2 次産業を併せて基幹産業とみなす商業モデルを既に
提示している．非基幹産業とは特定範囲に財やサービスを
供給する産業部門で，農業モデルでは第 2，3 次産業，商業
モデルでは第 3 次産業がこれにあたる． 
地球モデルの場合も，この考え方は踏襲される． 
ということから次に，公表されている都道府県別の産業
連関表 31)(平成 12(2000)年，金額ベース)を表 3 の一般型に
整えた．まず，第 1 次産業の移輸入 I1 は全ての都道府県で
認められ，大なり小なり人口扶養は移輸入に依存している
ことを確認した．第 2，3 次産業でも同様のことが言える． 
そこで余裕度 Giと自給度 Siを表3より次式で定義する． 
Gi = (｜Ei｜－｜Ii｜)/Ti                         (11) 
Si = Ti/(Di－Ei)                          (12) 
各都道府県の Gi と Si とを縦，横軸として産業部門毎に
図化すると，図 7 が得られる．全産業でも，Si≧1 以上の
地域は Gi≧0 だが，Si＜1 の地域は Gi＜0 となり，困難度が
生じている．部門別ではこの傾向が一層顕著化し，第 1 次
産業では，Gi＞0 の北海道や東北の県と，大きな困難度を
示す首都圏や近畿圏との差が著しい．また第 2 次産業では，
第 1 次産業の関係を反転させ収縮させた様態が認められ，
第 3 次産業も同様の傾向を示す．こうして地域的な分業，
あるいは不足分を貨幣で補う貨幣経済の様態，つまり商業
モデルの傾向が強い．大都市圏と地方の非対称性は大きく，
生産性と規模の経済に即した分業が第 2 次産業の余裕度を
背景に，地方を巻き込み世界に第 1 次産業の困難度解消を
依存していくという構図が読み取れる．しかもグラフには
明確な傾向性があり，何らかの関数や変化の筋道に関する
法則性の存在が予想される．こうして家・庭図式の崩れと
図 7 の傾向を関連づけるという新たな課題が現れる． 
図 7 各産業別に見る Di と Si との関係 
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表 4 CO2生成原単位 31) 
農 林 水 産 業 2 .5 69
鉱 業 3 .3 35
食 料 品 ・ た ば こ 2 .1 37
繊 維 製 品 2 .4 52
製 材 ・ 木 製 品 ・ 家 具 4 .2 63
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 5 .3 01
印 刷 ・ 出 版 5 .3 71
皮 革 ・ 同 製 品 1 1 .4 45
ゴ ム 製 品 2 0 .4 94
化 学 製 品 3 .7 78
石 油 ・ 石 炭 製 品 5 .4 27
窯 業 ・ 土 石 製 品 3 .1 80
鉄 鋼 製 品 2 .1 80
非 鉄 金 属 製 品 3 .4 17
金 属 製 品 1 .9 96
一 般 機 械 2 .6 32
電 気 機 械 2 .7 81
自 動 車 2 1 .4 67
そ の 他 の 輸 送 用 機 械 6 .2 80
精 密 機 械 0 .9 42
そ の 他 の 製 造 業 0 .5 54
建 築 0 .3 22
土 木 6 .2 72
電 力 0 .8 56
ガ ス ・水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 1 .2 65
商 業 1 .2 81
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 1 .8 88
運 輸 1 .1 08
通 信 0 .9 26
公 務 1 .8 12
サ ー ビ ス 3 .2 69
そ の 他 1 .8 69
2 00 0年 現 在 　 単 位 ： t -C O 2 / 百 万 円
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産業連関表と表 4 の CO2 生成原単位を基に，ある地域の
産業部門の CO2 排出量，つまり環境負荷を算出することも
できる．CO2 生成原単位とは産業の生産額百万円当たりの
CO2 排出量で，これを産業連関表に記された額に乗じれば
各産業がどれほどの環境負荷を排出しているかが判明する．
加えて地域の森林面積から，地域が吸収することのできる
CO2 の量を算出して排出量と吸収量を比べることで，その
地域の CO2 収支が明らかになる．今回，日本の平成 12 年
度産業連関表と国立環境研究所の環境負荷原単位 32)から
排出量を算出し，15 億 2000 万 t という結果をえた．一方，
平成 12 年度の日本の公式の CO2 排出量は 12 億 6000 万 t33) 
とされており，多少の開きがある．正確な値の算出のため
にはさらなる計算方法の検討が必要である．一方，日本の
森林が 1 年間に蓄える CO2 は約 8300 万 t34)にすぎず，到底
吸収しきることはできず，日本が地球環境に対し大量の
CO2 を排出しているという状態が浮き彫りになる． 
こうして，CO2 収支の現状を明確化できれば，その改善
方法を探ることが可能となる．そうしたことをより詳細に
検討するためには，都道府県単位でなく環境都市といった
さらにミクロなレベルで産業連関表を整備する必要がある． 
既に，潜在自然植生に基づいた植林や木タールを用いた
再生アスファルトによる道路舗装 35)といった取り組みが
なされており，横浜市や東京都練馬区など市民皆農の考え
方を提示している自治体も存在する 14)．そこで，困難度と
余裕度の解消をシステムとして組み込み，定着構造だけで
なく交流構造をも配慮した地域モデルの構築が求められる．
その一つが，本研究の提起する地球モデル 14)である． 
2.3 交流構造と交通負荷 
2.3.1 交流距離と交流構造 
 地球モデルにおける交流･交通に関する分析･推計では，
江戸モデルにおいて既に提起されている交流モデル 13)が
踏襲される．移動や輸送の際に，有機体－人は人－環境に
即して，｢いま，ここ｣からどこへ，どの経路，どの手段で
行くかを決定する．このことは社会性の心象 13)(経験的な
事物に関する情報)を基に行われ，心象としての距離は受動
的な認知距離と能動的な交流距離 13)という二つの指標と
して対象化される．特に，交流距離により構制される回網
(network)の特性を交流構造と定義して，地球モデルにおい
ても，交流･交通関係の検討基盤に据えることにしている． 
まず，交流距離は式(13)で定義される． 
ikkiik
TvuR /              (13) 
ここに，
kvu i， は過去の交流の発生，集中量を表す． 
また交流の発生と集中に即し， ikR には次の二種を考える．
発生型         集中型        13) 
 同じく交流の変化を検討するため，物理距離 ikr と 2 種の 
交流距離に関して，次の 4 種の交流構造が定義される． 
(1)発生構造：  の時系列的な変化 
(2)集中構造：  の時系列的な変化 
(3)OD 構造：  と  の関係 
(4)時間構造：  と  または  の関係 
なお交流構造は両対数グラフで表示し，基準指標 Roii と
Rdkk を原点とする．さらに，各グラフの直線 YX loglog  を
構造線 13)と呼ぶ．構造線上に点が多く分布する場合，その
交流構造は安定していると言える．そして，各指標の値が
小さければ小さいほど，交流が起こりやすいことを示す． 
さらに，交流構造の変化の傾向を定量的に表現するため，
式(14)の 2 乗和の平均βおよび式(15)の相関係数γを求め，
変化の度合に関する指標とした． 
                      (14) 
         22 yyxxyyxx iiγ   (15) 
ここに， と とは各構造に関する図の x ，軸に対応づ
けられた交流距離指標の値， n は指標の数である． 
そして交流構造は，大別して次の 3 類型に分類できる． 
(Ⅰ)安定型：γが大，βが小で，各々の変化は小さい． 
(Ⅱ)変動型：γが小，βが大で，各々の変化は大きい． 
(Ⅲ)その他：(Ⅰ)でも(Ⅱ)でもない部分的な変化． 
今回は交流構造の拡充に着目し，福井都市圏を取り上げ，
福井都市圏 PT 調査結果(1977 年･1989 年･2005 年)36)を基に，
交流構造の問題点を明確化し，改善の方向性を探る．検討
対象は福井市の中心部ゾーン 101 と郊外ゾーン 109，越前
市の中心部ゾーン 301 で，図 8(a)～(h)にそれぞれの交流
構造を，図 8 の(i)(j)には式(14)と(15)のγとβを図示した． 
2.3.2 交流負荷と物資・人マイレージ 
一方，交流・交通は大量のエネルギーを消費し，同じく
大量の排気ガスを発生させ，多大な環境負荷を与えている．
つまり，移・輸入そして移・輸出による非対称性の解消は
過剰な輸送を生じさせ，大量の有機体－人の交通をも誘発
させる．中でも第 1 次産業，特に食糧に関しての困難度は
ikRo
ikRd  
ikRd
ikRo
ikRo  ikRd  ikr
 
iiikik RRRo /       kkikik RRRd /
ix  iy  
  nyx ii  2β  
y
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重要な問題である．食糧が生産地から消費地に輸送される
距離と食糧の量との積の累積値はフードマイレージ(t･km)
と定義されている．この指標は式(16)の発生側 FMi と集中 
側 FMk の 2 種，式(17)の総和 FM として定義される． 
FMi  = ∑k xiklik ,  FMk  = ∑i xiklik          (16) 
FM  = ∑i FMi = ∑k FMk                     (17) 
ここに，xik は地域 i，k 間の食糧輸送量(t)，lik は i，k 間
の距離(km)である．これを一般化し，貨物輸送全体を想定
する場合は，物資マイレージとして次の 2 式が定義される． 
CMi  = ∑k yiklik ,  FCk  = ∑i yiklik           (18) 
CM  = ∑i CMi = ∑k CMk                       (19) 
ここに，yik は地域 i，k 間の物資輸送量(t)である． 
フードマイレージ(FM)は物資マイレージの(CM)一部で，
地球環境･資源問題と強く関連し，人マイレージと共にその
調整が地球モデルにおける交流問題の主要課題とされる． 
 
３．交流生活圏の問題と解消の方向性 
 
3.1 交流構造と定着構造の問題 
地球モデルの観点から，交流構造に関し現在，最も重視
されるのは地球温暖化気体の排出量 ACO2 である．そこで，  
貨物地域流動調査結果 37)より，平成 17(2005)年度の国内の
CM(FM)を求めた．トラック輸送では 1t･km 当たり 100g の
CO2 を排出するとされ，ACO2 は次の式(20)で求められる． 
ACO2=0.0001CM (t-CO2)          (20) 
総貨物 56 億 t，CM 5.6 千億 t･km，排出量 5.6 千万 t-CO2．
同年度の運輸部門の総排出量 2.57 億 t-CO238)の約 22％(全体
の 4.4％)を占め，困難度は圏域の持続可能性を損なうだけ
でなく，その解消目的の輸送も多大な負荷を与えている． 
さらに人マイレージ，自家用車の排出量が運輸部門全体
の約 54％(全体の 10.8％)を占め，今も増加し続けている． 
次に，この問題を，福井都市圏 PT 調査結果 36)に基づき，
地方圏の地域の問題と関連づけることにする．取り上げる
対象は福井市の中心部ゾーン 101 と郊外ゾーン 109，越前
市の中心部ゾーン 301 の交流構造である． 
 まず，この圏域では，交通の自動車依存率が上昇し続け，
平成 17(2005)年には 76％を超えている．図 8 の(a)～(d)は，
中心部ゾーン 101 と郊外ゾーン 109 に関する全目的交通の
発生・集中構造を表し，ゾーン 101 の(a)(b)では構造線の 
図 8 交流構造 （ゾーン 101･109･301） 
上方に点が集まり，1989 年と比べ 2005 年は発生も集中も
起き難くなっている．ゾーン 109 の(c)(d)は傾向が全く逆で， 
いわゆる都心の空洞化と郊外化の傾向が認められる．特に， 
私用目的に関する(e)(f)では，傾向がより鮮明化している． 
一方，ゾーン 301 に関する全目的の集中構造(g)(h)では，
1977～89 年と 1989～2005 年の間に，目立つ変化がない．
(a) 発生構造
全目的 (101)
0
1
0 1
 
(b) 集中構造
全目的 (101)
0
1
0 1
(c) 発生構造
全目的 (109)
0
1
0 1
 
(d) 集中構造
全目的 (109)
0
1
0 1
(e)　集中構造
私用　(101)
0
1
0 1
 
(f)　集中構造
私用　(109)
0
1
0 1
(g)　集中構造
全目的　(301)
0
1
0 1
 
(h) 集中構造
全目的　(301)
0
1
0 1
(i)　発生構造　γ と β
0
0.5
1
0 0.5 1
101(全)
109(全)
301(全)
101(私)
109(私)
 
(j)　集中構造　γ と β
0
0.5
1
0 0.5 1
101(全)
109(全)
301(全)
101(私)
109(私)
 
集中’89 集中’89 
集
中
’0
5 
発
生
’0
5 
集
中
’0
5 
発生’89 集中’89 
集
中
’0
5 
集中’89 発生’89 
発
生
’0
5 
集中’89 集中’77 
集
中
’8
9 
集
中
’0
5 
集
中
’0
5 
γ
 
β
γ
 
β 
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このことの意味は図 8 の(i)(j)，つまり発生・集中構造の
γとβ(式(14)と(15))の関係を示すグラフに現れている. 
ゾーン 301 の発生・集中構造は類型(Ⅰ)で変化も小さい．
β値が少し大きいのは，来街者の発地や交通目的地のラン
ダム化を表す．ゾーン 101 の集中構造は全目的・私用とも
類型(Ⅰ)と言えるが，(b)(e)より集中は起こり難くなって
おり，交流の減退傾向の持続を示すと考えられる．一方，
発生構造の全目的と私用では類型(Ⅲ)で，βが大きくなる
傾向にあり，交通目的地のランダム化を示している． 
そして千 m2 以上の大型店が軒を連ねるゾーン 109 は，
発生・集中構造の全目的も私用も 77～89 年と 89～2005 年
の間にγとβが変化する類型(Ⅱ)で，交通の起終点のラン
ダム化と交通形態の変動が続いていることを示している． 
つまり，中心部では減退傾向が安定化し、郊外の変動が
自動車交通の起点と終点，交通形態のランダム化を導き，
交流生活圏の安定性を疎外している．この様態は合衆国で
顕著化している“boomburb”化に他ならない．つまり大型店
の郊外化･巨大化は中心部の衰退と図 9 02)の商圏の肥大化，
均質化をもたらし，責任を負うべき場の輪郭を蝕んでいる．
土地利用と交流構造の変化とがあいまって“boomburb”化を
導き，人－環境を変化させ，有機体－人の個別化や交通の
車依存とランダム化，“boomburb”化を侵攻させつつある． 
3.2 問題の解消に向けて 
 最後に地球モデルに即し，健康ということを考えてみる． 
困難度が大きく，必需の手続きや物資の大半を他者へと
依存する現状の圏域や人間の在り方は極めて不健康である． 
健康な定住自立圏は，式(8)(9)に即し，共同的な食料生産
のためのワーク・シェアリングを実践し，図 6 の困難度と
余裕度の乖離を縮小する環境都市の再構築の手続きである
べきだと考える．貨幣市場的な商業モデルに基づいた交流
や定着の様態を変換して，自ら責任を意識すべき・できる
圏域を再構築する，すなわち｢つくる・つくられる：つくら
れる・つくる｣手続きを，家・庭図式のような圏域の目標像
となる型に即して，具体化すること．そのようなことから，
再度，やり直すことが必要な時期を迎えていると考える.
このことが，本研究の地球モデルの提起する手続きである． 
既に，市民皆農 39)というスローガンやビオトープを形成
させる試みが始まっている．このことは，民主的な手続き
として江戸・縄文体制を目指す動きの先駆けと考えられる． 
⑤超大型集客施設
による市場均衡の破壊
③地域型大型店でさらに拡大した商圏
②近隣型大型店で拡大した商圏
①商店街
　　　と小商圏
④郊外型大型店による
中心地の破壊
図 9 商圏の肥大化 02) 
しかし，このことは江戸・縄文体制を復活させるという
ことではない．そうした体制を導いた手続きを再生させる
ということであり，既に，その手続きも両部曼荼羅に即応
した 9 段階の手続きとその構制 03)として提起されている．
そして，この手続きもまた，ドイツではより論理的な様態
へと精緻化され，次の３つの手続きを組み込んでいる 27,40)． 
①abduction(仮設形成的な手続き) 
②deduction(演繹的な手続き) 
③induction(帰納的な手続き) 
本研究でも，家・庭図式に関し，①②の手続きを実践し，
③の手続きをたどる手順に到達しえたと考える．定着構造
の問題と交流構造の問題では，この３つの手続きを踏まえ，
問題解決を図るための手続きの体裁を既に整えている 03)．
そこで，①②③を組み込む,包括的な計画の手続きを整える
ことが今後の課題として残されることになる． 
 
４．結論と今後の課題 
 
本研究は，既に提起されている江戸モデルをより普遍的
な地球モデルへと変換した．さらに，地球モデルの目標像
とすべき伝統的な様態を示し，その土地利用的な型を象徴
する家・庭図式を提示した．続いて提起に反する困難度と
余裕度の拡大の問題，交流構造のマイレージ指標に関する
問題，商圏の肥大化と並行する“boomburb”化の問題を取り
上げた．そして定住自立圏としての交流生活圏や環境都市
の在り方や問題解消の手続きについても提案した． 
今後の課題としては地球モデルの精緻化，家・庭図式の
さらなる明確化と検証，ワーク・シェアリングの在り方 41)，
地球モデルに即応した交流生活圏そして環境都市の再構築
の具現化に向けたワーク・ショップなどを組み込む民主的
な手続きを明らかにすることなどが挙げられる。 
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